Ⅱ―５　賃貸借契約における地位の移転と対抗

担当：掛川・荒井・鶴長


　Aは、甲土地を所有している。甲土地は、1990年以降、更地となっていた。2000年9月3日、Aは、Yとの間で、賃貸期間を同年10月1日から10年間とする約定で、Yに甲土地を賃貸する契約を、公正証書を作成して締結した。Yは、郊外型レストランの経営事業を展開している個人事業者であり、甲土地も、レストラン用建物の建設と同事業の実施の目的で、Aから賃借したものであった（賃貸借契約書に、この旨が明記されている）。賃貸借契約書には、保証金を1000万円とすること、賃料は月額200万円を前月25日までにYからAへと前払すべきことが定められていた。なお、賃貸借契約書中には、YからAに無断で甲土地の賃借権を譲渡、転貸その他の賃借権移転行為をしてはいけないとの条項があり、かかる禁止に違反した行為をYが行ったときには、Aは催告なしに賃貸借契約を解除し、保証金半額を違約金として没収できるとの条項もあった。

　2000年10月1日に、Yは、Aから甲土地の引渡しを受け、2001年3月3日に地上に乙建物を完成させて、必要な検査などの諸手続も終え、同月26日に自己名義で保存登記をした。そして、4月29日から、乙建物にてレストランの営業を開始した。
　その後、営業に行き詰ったYは、2004年9月9日、レストランの経営を考えているBに、乙建物を売却することにした。そして、同日、YB間で、Yが乙建物を3000万円でBに売却すること、引渡期日は2005年10月20日とすること、それまではYが乙建物を無償で使用できることを合意し、この旨の契約書が、Bの取引銀行の応接室にて、Aの同席・同意ならびに司法書士立会いのもと、YB間で作成された。そのうえで、同日、乙建物について、売買を原因とするYからBへの所有権移転登記が行われた。そして、同日、BからYの預金口座に3000万円が振り込まれた。

　2004年11月11日、Aは、甲土地をXに5000万円で譲渡し、代金全額の支払を受けるとともに、同日付で、AからXへの所有権移転登記をおこなった。甲土地の売買にあたり、Xは、甲土地の現況を確認している。その際、Xは、Y同席のもと、Aから、上記の甲土地賃貸借契約書を見せられている。また、乙建物の登記事項についての証明書は、同年9月7日付のものが示されている。なお、当初の約定で賃料が振り込まれるべきものとされていたAの預金口座の預金通帳と印章は、同日に、AからXに交付されている。
　

2004年12月13日、Xは、法務局で甲土地の登記事項についての証明書の交付を受けたおりに、あわせて、乙建物についての証明書も取得した。その際、乙建物の所有名義が2004年9月9日付で売買を原因としてYからBに移転していることに気づいた。
　
なお、Yからの賃料の振込はこれまで遅滞なく行われている。Bは、週刊誌などでもしばしば強引な取引手法が話題になり、暴行・傷害罪等での告発が頻繁に行われている業者である。

　
現在は、2005年2月2日である。乙建物でのYのレストランの営業は現在も行われている。

（1） Xは、Bに甲土地を使わせたくないし、この際、乙建物も取り壊してもらいたい。

（a） Xは、Bに対して、どのような観点から請求していけばよいか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責　鶴長

I. XはBに対して土地所有権に基づく土地明渡し請求をすることが考えられる。

II. Xは賃貸借契約の解除に基づく土地明渡し請求をすることが考えられる。
Ⅰについて

Xは甲土地についての所有権を有している必要がある。

　Aは元々甲土地の所有権を有している。XはAとの間で２００４年１１月１１日に甲土地の売買契約を結び、所有権の移転登記をおこなった。

したがって、Xは甲土地の所有権を有している。

物権は排他的な支配権であるから、一個の物の上に内容的に両立しえない権利が併存することはあり得ない。したがってXは物権的請求権を行使することができる。

　本問において、YはAとの間で２０００年９月３日に甲土地の賃貸借契約を結び同年１０月１日に甲土地の引渡しを受けた。またYは２００１年３月３日に甲土地上に乙建物を建てた。その後Yは２００４年９月９日にBとの間で乙建物の売買契約を結び所有権移転登記も行われた。

かかるように、Xの甲土地の所有権がBによって侵害されているためXは所有権に基づく土地明け渡し請求ができると考えられる。

Ⅱについて

民法６１２条

　１項→賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸することはできない。

　２項→賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたときは、賃借人は、契約の解除をすることができる。
民法６１２条で賃借権の譲渡・転貸には賃貸人の承諾が必要であるとされている。そのうえで、賃貸人の承諾なしにされた賃借権の譲渡・転貸は、賃貸借契約の解除原因になるとされている。これにより、賃貸借契約は終了するため、賃借物の返還を請求できる。

XはAから甲土地の所有権移転登記を受けている。したがって、XはAの賃貸人としての地位を当然に譲り受ける。これによって賃貸人としての権利を賃借人に主張することができる。YB間で乙建物についての売買契約が結ばれ、乙建物の所有権移転登記が行われた。これにより８７条の類推適用によって乙建物の従たる権利として甲土地の賃借権も譲渡されたとみなすことができる。これは、建物の所有権は、敷地の利用権をともなわなければ、その効力を全うすることが出来ないからである。XはYB間での乙建物売買契約締結の事実を知らなかった。これを無断譲渡として賃貸借契約の解除に基づく建物収去請求をすることが考えられる。

民法６１２条２項の定める解除の要件は以下の通りである。

①原賃貸借契約に基づく目的物の引渡し

②目的物の賃借権の第３者への譲渡

③上記譲渡に基づき原賃借人が目的物を使用収益させたこと

④賃貸借契約解除の意思表示
①→AY間において甲土地の賃貸借契約(原賃貸借)が締結され、引渡しもなされている。

②→甲土地上の乙建物の従たる権利として甲土地の賃借権もBへ譲渡されている。

④→XはBに対して賃貸借契約解除の意思表示をすればよい。

以上より①②④の要件を満たしているといえる。ここで問題となるのが要件④である。

この要件④の目的物を使用収益させたことをいうためには、どこまでの事実が必要かということで２説にわかれている。
【引渡説】

賃貸人が第三者に賃借物を引き渡せば、それで第三者に賃借物を使用収益する可能性を与えた以上、解除が認められても仕方がないとする。

【現実の使用収益説】(通説)

解除が認められるためには、賃借人以外の第三者が賃借人から賃借物の引渡しを受けただけではなく、現実にその賃借物を使用収益したことが必要であるとする。

本問において、YB間で２００４年９月９日に乙建物の売買契約を原因として所有権移転登記がおこなわれている。しかし、乙建物の引渡期日は２００５年１０月２０日として、それまではYが無償で使用できる合意を結んだ。

現在は２００５年２月２日で乙建物はYが使用している。したがって、YはBに甲土地の使用収益をさせているとはいえないため要件④を満たさない。

以上より、６１２条２項の無断譲渡による賃貸借契約の解除をすることは出来ず、解除に基づく建物収去請求は出来ないと考える。

（ｂ）Xからの請求を受けたBは、どのように反論をしていけばよいか。

　　（ア）Bとしてはそれぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
以下、土地所有権に基づく明け渡し請求に対して、Bは賃借権の譲受人として新所有者に対抗する。

　
　
　ここで、問題となるのはすでに賃貸借契約が締結され、引き渡された賃貸目的物の所有権が移転した場合にその新所有者は所有権に基づく土地明け渡し請求ができるかということである。
本問において、AY間ですでに賃貸借契約がなされている甲土地について、AからXへと売買に基づく所有権移転登記がおこなわれている。Xはこれにより賃貸人としての地位の移転をうけ、賃貸人としての権利を賃借人に主張できるとする。

ここで、民法では「売買は、賃貸借を破る」という原則がある。これは、所有者は自らが所有者であることを、万人に対して主張することができる。これに対して、賃借人は、賃借権という「債権」の内容を、契約当事者である特定人（賃貸人）に対してしか、主張することはできない。

これによって賃借人は新所有者との間では当該物件を不法に占有していることになり、新所有者からの所有権に基づく返還請求に応じなければならない。

民法１７７条「第三者」にあたると主張
判例・通説によると不動産賃借人は１７７条「第三者」にあたり、不動産所有権の移転は、対抗要件としての登記を具備しなければ、これをもって、「第三者」に対抗することはできない。

しかし、本問では、Xは甲土地の所有権を有しているため対抗できない。

占有正権限の抗弁を主張する
民法６０５条

→不動産の賃貸借は、これを登記したときは、その後その不動産について物権を取得した者に対しても、その効力を生ずる。

民法６０５条によると、賃借権の登記をしておけば、不動産所有権につき登記後に出現した新所有者に対して、賃借権の存在をもって対抗することが出来る。

ところが、不動産賃借権の登記は、賃貸人と賃借人との共同申請によるべきものとされていて(不動産登記法６０条)、賃貸人は賃借人に対して登記申請に協力する義務はない。したがって、不動産賃貸借契約が成立したからといって、賃貸人に対する賃借人の登記請求権(賃貸人の登記申請協力義務)は、直ちにみとめられない。さらに、賃貸人からすれば賃借権の登記をすると、自分の所有する不動産の経済的価値を減じるため、かかる合意をすることに消極的である。

そこで、借地借家法という特別法により借地権・建物賃借権の保護がなされている。

借地借家法１０条１項

→借地権は、その登記がなくても、土地の上に借地権者が登記されている建物を所有するときは、これをもって第３者に対抗することができる。

BはYから甲土地上の乙建物の所有権移転登記を受けている。したがって、Bは甲土地上に登記されている乙建物を所有しているため、Xの所有権に基づく土地明渡し請求に対して対抗することが考えられる。

　（イ）これに対して、Xは、どのように反論をしていけばよいか。
Xは、Bは賃借権の譲渡を受けていないことを主張する。
本問において、BはYとの間で乙建物の売買契約を締結し、その売買に基づく所有権移転登記をしているが、同建物の引渡期日は２００５年１０月２０日とされ、それまではYが使用できることを合意している。
　賃借権の譲渡があったというためには譲渡契約を結ぶだけではたりず、譲受人が現実に使用収益することを必要とする。
　Bは２００５年２月２日現在使用収益していないため賃借権を譲り受けたとは言えない。したがって、BはXに占有性権限の抗弁をもって対抗することは出来ない。
（２）Xは、乙建物を使用し続けているYに、甲土地から出ていってもらいたい。
　　（a）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。
　　（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論していけばよいか。
　　　（ア）Yとしてはそれぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
　　　（イ）これに対して、Xは、どのように再反論をしていけばよいか。
文責：荒井　良史彦

(2)(a)　Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。
１）XはYに対して、所有権に基づいて、甲土地の明渡しを請求することが考えられる。

Xの請求要因として、

1 Xによる甲地所有　

－１　Aが甲地を所有していたこと

－２　A・X間で甲地の売買契約が締結されたこと

2 Yによる甲地の現在占有

が挙げられる。

これを本問にあてはめると、

１　Xによる甲地所有

　－１　Aは甲地を所有していた

　－２　2004年11月11日に、A・X間で甲地の売買契約が締結された

２　Yは、2005年2月2日現在、甲地上の乙建物でのレストラン営業を続けているので、占有を続けている

以上より、Xは甲地所有権に基づき、Yに対し、甲地の明渡しを請求することができる。

２)また、XはYに対して、YがXの承諾なくして乙建物をBに売却したことを理由に賃貸

借契約を解除し、解除に基づく建物収去請求をすることが考えられる。

ⅰ）Xが解除を主張するためには、XがYに対する賃貸人の地位を取得していること

が前提となるため、Aが有していた賃貸人の地位を承継しているかが問題となる。

a）合意承継

　　→譲渡人と譲受人の合意により、賃貸人たる地位を移転させる

　　要件：ア）原賃貸借関係の成立　イ）賃借物に関する所有権の譲渡

　　　　　　ウ）賃貸人たる地位の承継の合意　
　B）法定承継

　　　→承継の合意があると言えない場合でも、賃借人が賃借権を譲受人に対抗できる結果、地位　の移転が発生するとする

　　　 要件：ア）原賃貸借関係の成立　イ）賃借物に関する所有権の譲渡　ウ）賃借権の対抗要件

　もっとも、a）b）両説は相いれないものではなく、b）の要件である「賃借人の対抗要件の具備」がなく、法定承継が主張できないときに、a）での「当事者の合意」を検討すべきと解する。

ⅱ）賃貸人の地位を承継したとしても、新所有者が賃貸借契約上の権利を行使する前提として、所有権移転登記につき、対抗要件を備えている必要があるか。

A）登記必要説　（判例・通説）

→不動産の賃借人は当該不動産につき所有権その他の物権を取得した者の登記の不存在を主張する正当な利益を有する第三者として、177条の「第三者」に含まれる

→偽造されるおそれが少ない登記の事実証明機能によって、賃借人の二重払いの防止を図ることができる

　B）対抗要件不要説

　　　　 →譲受人は所有権に基づく主張をしているのでなく、賃貸人たる地位を主張しているだけ

　　　　 である

　　なお、本問ではXは甲土地の登記を備えているので、A）B）いずれの説を採っても、Xは賃

　　貸借契約上の権利を行使することができることになる。

＜あてはめ＞

　Yは甲地の対抗要件を備えていないため、法定承継でなく合意承継を検討する。

　　　ア）2000年9月3日に、A・Y間で賃貸借契約締結

　　　イ）2004年11月11日に、A・X間で甲地の売買契約

　　　ウ）甲地の売買にあたり、Aから賃貸借契約書を見せられている

　　　

　　　したがって賃貸人の地位はAからXに移転し、甲地の登記も備えているため、Xは賃貸人たる地位に基づき、賃貸借契約上の権利を行使できる。

　

民法612条　（賃借権の譲渡及び転貸の制限）

Ⅰ　賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸することができない。

Ⅱ　賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたときは、賃貸人は、契約の解除をすることができる。

ⅲ）借地上の建物の譲渡も借地権の譲渡に当たるか。

　　

　　土地賃借人が借地上の建物を第三者に譲渡したときは、特別な事情のない限り、敷地の賃借    権も第三者に譲渡されたものと推定される。（最判昭和47年3月9日民集26巻2号213頁）

　　敷地の利用権は建物所有権の従たる権利（87条2項）として付随すると考えられているからである。

ⅳ）Xは賃貸借契約の解除に基づきYに対し乙建物の収去を請求することが考えられる。

　　そしてそのための要件としては、

　①　原賃貸借の成立

　②　上記賃貸借契約に基づく目的物の引渡

　③　目的物の賃借権の第三者への譲渡

　④　上記譲渡に基づき原賃借人が目的物を使用収益させたこと

　⑤　賃貸借契約解除の意思

・④の要件の「使用収益」をいかに解するか。

　

「引渡説」

→賃借人が第三者に賃借物を引き渡せば、第三者に賃借物を使用収益する可能性を与えた以　上、解除が認められても仕方がないとする

「現実使用収益説」　（判例）

→解除が認められるためには、賃借人Y以外の第三者が、引渡しを受けただけでなく、現実にその賃借物を使用収益していたことが必要であるとする。

・引渡には、現実の引渡し（182条1項）　簡易の引渡し（182条2項）　指図による占有移転（184　条）　占有改定（183条）の４つの態様があり、これを占有改定と解することはできないか。

民法183条　（占有改定）

代理人が自己の所有物を以後本人のために占有する意思を表示したときは、本人は、これによって占有権を取得する。

＊本問では、代理人はY、本人がBにあたる

　要件）

　④－１　占有権移転の合意

　④－２　譲受人が譲渡人を介して代理占有する合意をしたこと

　④－３　譲渡人が目的物の所持を継続していること

以上の要件を満たすことにより、使用収益を引渡と解しても、④の要件が充足される。

＜あてはめ＞

①　2000年9月3日に、A・Y間で甲土地の賃貸借契約締結

②　2000年10月1日に、Yは甲土地の引渡しを受けている

③　2004年9月9日に、B・Y間での乙建物売買の際に、甲土地の借地権も従たる権利として、Bに譲渡された（87条2項類推適用）

④－１・２　B・Y間での乙建物売買契約の際、2005年10月20日まではYが乙建物を使用できる旨の合意がなされた

　 －３　2005年2月2日現在、乙建物でのYの占有は続いている

以上より、①～④の要件を満たしているので、⑤Xが解除の意思表示をすることで、乙に対し、解除に基づく建物収去請求ができる。

（２）（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論していけばよいか。
　　（ア）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。　

ⅰ） Xの、所有権に基づく甲土地明渡し請求に対するYの反論としては、占有正権原の抗弁が考えられる。

　　　

　　　賃借人は譲受人に対して、不動産の賃借権を対抗することができる。不動産賃借権には、所有者との関係でも目的物の占有を正当化する権原があると考えられるからである（対抗要件構成）。Yは次の要件が備わった場合、各事実を主張・立証することでXの返還請求を拒絶できる。

　　　ア）賃貸借契約の締結

　　　イ）賃借物の引渡し

＜あてはめ＞

　　　ア）2000年9月3日に、A・Y間で甲地の賃貸借契約締結

　　　イ）2000年10月1日に、甲地がAからYに引き渡される

　

　　したがって、Yの甲地占有は適法な権原に基づいているため、Xの返還請求を拒絶できる。

ⅱ)　Xの、賃貸借契約解除による建物収去請求に対するYの反論として、承諾の抗弁が考えられる。

　　

　　Yは、Aの同席・同意のもとで、乙建物をBに売却する契約を結んだのであるから、当該譲渡行為は無断譲渡には当たらず、Aの承諾後に賃貸人たる地位を承継したXは、その承諾も承継する。よってYは賃借権の譲渡につき賃貸人の承諾があったことを主張・立証することで、Xによる解除請求を拒絶することができる。

（２）（ｂ）（イ）これに対して、Xは、どのように再反論していけばよいか。
ⅰ）　Yの占有正権原の抗弁に対しては、Yの登記の欠如の主張による再反論が考えられる。

　　　

民法605条　（不動産賃貸借の対抗力）

不動産の賃貸借は、これを登記したときは、その後その不動産について物権を取得した者に対

しても、その効力を生ずる

　　　

　　　Yの抗弁に対しXは、605条により、Yが対抗要件を備えないかぎり、賃借権を認めない

　　　という主張ができる。これは、605条を177条と同じ趣旨（XとYは対抗関係に立つ）の規定として理解する考え方に基づく。

　　　本問においても、乙建物の登記はBに移転してしまったため、Yは対抗要件を備えていないように思える。
　　　しかし現代社会において、一般に賃貸人には賃借権の登記に協力する義務はないと考えられているため、特別法によって賃借権の対抗要件が拡充されている。
借地借家法３１条（建物賃貸借の対抗力等）
1 建物の賃貸借は、その登記がなくても、建物の引渡しがあったときは、その後その建物について物権を取得したものに対し、その効力を生ずる。
同条は、建物の賃貸借の対抗要件は、その建物の引渡しを受ければ備わる旨を表したものである。
　　　
これを踏まえ、B・Y間の乙建物売買について検討する。
　　　2004年9月9日に、乙建物はYからBに売却され、同日中にBは登記を経由している。したがって乙建物の所有権はその時にBに移転したと考えられる。（契約時説）
　　　そして、2005年10月20日まで同建物をYが無償で使用する旨の合意がなされ、現在もYが使用している。
　　　
これらの事実をBY間で新たな賃貸借契約が結ばれたのと同視できないか。
　　　賃貸借契約の成立要件としては、
　　　①当事者の一方が相手方に物の使用収益をさせ、②相手方がこれに対して賃料を支払うという合意をすることで足りる（諾成契約）。
　　　＜あてはめ＞
1 Bは、2005年10月20まで、Yに乙建物を使用することを認めている。
2 本問では、無償を約束しているものの、甲土地の賃料の振込はいまだにYが行っており、実質的に賃料の支払いについて合意があったことと認められる。

　　　したがって、B・Y間で新たな賃貸借契約が結ばれたと考えることができる。
　　　そして、現在もYが乙建物の使用を続けているということは、新賃貸人Bから同建物の引き渡しをうけていると評価できるので、借地借家法31条1項より、Yは対抗要件を備えたといえる。
　　　よって、Yの登記の欠如を理由とする、Xの再反論は認められない。
　　　
ⅱ）Yの、承諾の抗弁に対しては、Xは信頼関係破壊の法理を用いて再反論することが考えられる。

　　

・信頼関係破壊の法理

賃借人が賃貸人の承諾なく第三者をして賃借物の使用収益を為さしめた場合においても、賃借人の当該行為が賃貸人に対する背信的行為と認めるに足らない特段の事情がある場合においては、612条の解除権は発生しないとする理論（最判昭28・9・25民集79979）

・背信性の判断基準

「物的信頼限定説」
　 →賃借人に対する人的な信頼ではなく、物的な信頼が破られない限り、解除を認めるべきでないとする。
　＊これによれば、賃借人が変わっただけは賃貸人に物的ないし経済的な損失は生まれな
いため、賃貸人による解除は許されないことになる。
「総合事情判断説」　（通説）
→物的・経済的側面のみならず、人的要素（人的信頼関係）、譲渡・転貸の対象の種別その他当事者双方の諸事情をも考慮して判断すべきとする。
　　　
本問では通説を支持する。
したがって、Yの譲渡行為に背信性が認められればXは解除を主張できると解する。

＜あてはめ＞

2004年9月9日に、B・Y間で乙建物が売買が締結された際、Aは同意していたのにも関わらず、その後A・X間での甲土地売買がなされたときは、Xは、Y同席のもと、Aから2000年9月7日付の乙建物の登記事項証明書を見せられている。この事実はA・Y間で通謀してXを害する目的で虚偽の事項証明書を見せたことになり、これはX・Y間での人的信頼関係破壊に十分つながると考えられる。

また、当該建物売買により、賃借人がYからBに移転することはXにとっては経済的損失を受ける蓋然性が非常に高い。なぜなら、Bは暴行・傷害罪での告発が頻繁に行われている業者であるからである。このことはXの権利行使に著しい障害を生じ、Xに損失を与えることが十分考えられる。

以上より、Yの乙建物売却行為は、賃貸人あるXに対する背信的行為に当たり、Xは解除権行使を主張することができる。

以上
	（３）Xとしては、今後は、YではなくてBから甲土地の賃料を取り立てたい。

　（a）どのように理論構成すれば、Xは、Bから賃料の支払いを求めることができるか。　（b）Xから賃料の支払いを求められたBは、どのようにして反論をしていけばよいか。


文責：掛川
１．賃貸人たる地位の移転

甲土地を譲り受けたXは、賃貸人としての地位に基づいて、転借人Bに対して甲土地の賃料を請求することができるか。
　賃借物の譲受人であるXが賃貸借契約上の権利を行使する場合は、通常、譲渡人Xから賃貸人たる地位を合意により承継したと見ることができる。

まず、賃貸不動産の譲受人が賃貸人としての権利を主張するとき、譲受人は当該不動産について所有権移転登記を得ている必要があるかが問題となる。

論点：賃貸不動産の譲受人が賃貸人としての権利を主張するとき、譲受人は当該不動産について所有権移転登記を得ている必要があるか。
（ⅰ）登記必要説（判例・通説）

理由①
→不動産の賃借人は、当該不動産につき所有権その他の物権を取得した者の登記の不存在を主張する正当な利益を有する第三者といえ、１７７条の「第三者」にあたる。
理由②

→賃借人の賃料の二重払いの危険を回避する必要がある。

（ⅱ）登記不要説

理由①

→賃貸人の地位の主張は、新所有者が賃借権の存在を認めたうえでの主張なので、新所有者・賃借人間には、物権支配を争うという関係はなく、対抗問題は生じていない。

理由②

→不動産賃借人は、譲受人の賃貸人としての地位を否定したところで、譲受人である旧所有者に対して賃料支払義務を負うため、いずれにしても賃料支払義務を免れない。
本問では、ＡＸ間で2004年11月11日に甲地の売買契約が締結されており、その際にAからXへ甲土地の登記が移転されている。したがって、上記の登記必要説・不必要説のいずれをとっても、Xは賃貸人としての地位を主張できるという結論になる。
次に、所有権の移転に伴い賃貸人の地位が承継された際に、承継について賃借人の同意が必要か否か問題となるが、この点について通説は賃借人の承諾は必要ではないと解されている。
　なぜならば、賃貸人の使用・収益させる債務は、目的物の所有者であればなしうる没個性的な債務であるから、賃借人にとっては所有者が誰であるかは通常重要な問題ではないし、また、賃借人の承諾なしに当然承継すると解することは、賃貸借契約の継続を望む賃借人にむしろ有利といえるからである。
　最後に、Aから賃貸人の地位を承継したXは、民法６１３条の規定により、転借人Bに甲土地の賃料を直接請求することができる。
	・民法６１３条

1項 賃借人が適法に賃借物を転貸したときは、転借人は、賃貸人に対して直接に義務を負う。この場合においては、賃料の前払いをもって賃借人に対抗することができない。
２項　前項の規定は、賃貸人が賃借人に対してその権利を行使することを妨げない。


２．賃借人たる地位の移転

本件のように、賃借人Yが借地である甲土地上の建物を第三者Bに譲渡した場合に、甲土地の賃借権も譲渡されたかどうかが問題となるが、借地権も建物の従たる権利（87条2項類推適用）として移転する結果、土地の賃借権の譲渡もなされたものとみなすこともできる。

	87条2項

　従物は、主物の処分に従う。


本件では借地である甲土地上の乙建物が2004年9月9日にＹからＢに売却されており、この時点で建物の所有権移転登記がなされている。上述のように87条2項を類推適用して乙建物の従たる権利として甲土地の賃借権も譲渡されているとみなすことができる。したがって、賃借人たる地位がＹからＢに移転していると解することができる。
＜（３）あてはめ＞
（a）どのように理論構成すれば、Xは、Bから賃料の支払いを求めることができるか。
甲土地を譲り受けたXは、賃貸人としての地位に基づいて、転借人Bに対して甲土地の賃料を請求することができるか。

　まず、甲土地の譲受人であるXが賃貸人としての権利を主張するとき、譲受人Xは甲土地について所有権移転登記を備えている必要があるかが問題となる。
この点、登記必要説と不必要の対立があるが、本問では、ＡＸ間で2004年11月11日に甲地の売買契約が締結されており、その際にAからXへ甲土地の登記が移転されている。したがって、上記の登記必要説・不必要説のいずれをとっても、Xは賃貸人としての地位を主張できる。
次に、所有権の移転に伴い賃貸人の地位が承継された際に、承継について賃借人の同意が必要か否か問題となる。

この点について通説は賃借人の同意は不必要としている。賃貸人の使用・収益させる債務は、目的物の所有者であればなしうる没個性的な債務であるから、賃借人にとっては所有者が誰であるかは通常重要な問題ではないし、また、賃借人の承諾なしに当然承継すると解することは、賃貸借契約の継続を望む賃借人にむしろ有利といえるからである。
以上より、甲土地の譲受人であるXは、賃貸人としての権利を主張することができる。
また、本件では借地である甲土地上の乙建物が2004年9月9日にＹからＢに売却されており、この時点で建物の所有権移転登記がなされている。上述のように87条2項を類推適用して乙建物の従たる権利として甲土地の賃借権も譲渡されているとみなすことができる。　　　　

したがって、賃借人たる地位がＹからＢに移転していると解することができる。
　以上より、賃借人たる地位を承継したXは、甲土地の転貸借人たるBに対して、民法６１３条に基づき甲土地の賃料を請求することができる。
（b）Xから賃料の支払いを求められたBは、どのようにして反論をしていけばよいか。
　Bとしては、「Xが甲土地の所有権移転登記を備えるまではXを所有者とは認めない」との抗弁をだすことができる。しかしながら、本件ではXが既に甲土地の所有権移転登記を備えてしまっているため、このような反論をすることができない。
　また、Bとしては、「AX間でAからXへの賃貸人たる地位の移転の合意の不存在があった」との抗弁を出すことができる。しかしながら、本問では、賃料が振り込まれるべきものとされていたAの預金口座の預金通帳と印章が、AからXへ交付されていることから、AX間で賃貸人たる地位の移転の合意があったと判断できる。したがって、Bのこのような反論は認められない。
	（４）Ｙは今の時点で、自分が支払った保証金１０００万円を取り戻したい。
　（a）Yは、Xに対して、保証金１０００万円の返還を求めることができるか。　（b）Yは、Aに対して、保証金１０００万円の返還を求めることができるか。


文責：掛川

１．敷金とは
①意味

敷金とは、賃貸借契約に付随して行われる敷金契約に基づいて交付される金銭をいう。契約終了後に賃借人の債務を控除して残額が返還される。
②目的――賃借人の債務の担保

敷金は賃借人の債務（e.g.賃借物破損による損害金・延滞賃料など）を担保するために、賃借人から賃貸人に交付される。
※なお、敷金は「保証金」の一種であり、保証金には以下のような種類がある。

①建設協力金（e.g.ビルなどの建設に際して賃借人となる者からあらかじめ建設資金として借受け一定期間経過後に返還される金）
②空室損料（e.g.契約期間終了前に賃借人が立ち退いた場合に、満了時までの賃料相当額を制裁金として没収するもの）

③敷金

２．賃借人による敷金の返還請求

　賃貸借契約が終了した後に、賃借人の債務に充当しても敷金が残ることになる場合は、賃借人は賃貸人に対して敷金の返還を請求することができる。

２－１　敷金返還請求権の発生時期
（ア）明渡時説（判例・通説）
　賃貸借の終了後、賃借物が明け渡された時に、それまでに発生した賃借人の被担保債務に充当しても残額がある場合に、その残額について敷金返還請求権が発生すると考える
∵敷金の趣旨は、賃貸借契約において賃借人が負担する一切の債務の履行を担保することにある。とすれば、契約終了後明渡しまでの間の賃料相当額の損害賠償・不当利得なども担保するために、賃借人の敷金返還請求権は明渡時に発生すると考えるべきである。

（イ）終了時説
　賃貸借契約の終了と同時に、敷金返還請求権が発生すると考える。これによると、賃貸物を明渡す前でも賃貸借契約が終了しさえすれば、敷金返還請求権が発生する。
　∵明渡し時に敷金返還請求権が発生するとすれば、明渡しと敷金の返還の同時履行は否定され、賃借人に酷である。
<各説に対する批判>
　明渡時説に対しては、明渡時に敷金返還請求権が発生することになり明渡と敷金の返還の同時履行が否定されしまい賃借人に酷であるという批判がある。

一方、終了時説に対しては、賃借人の明渡義務と賃貸人の返還義務との間には著しい価値の差が存するので、同時履行関係を認めることは不公平であるという批判がある。

加えて終了時説に対しては、「契約が終了してから賃借人がすぐに家屋を明け渡さず、ぐずぐずしていると、その間の賃料相当額を明渡義務不履行に基づく損害賠償（あるいは不当利得）として取られることになるが、これも敷金によって担保される」という批判もある。
２－２　賃借人の地位の移転と敷金返還請求権の承継

　賃借権に対し敷金が差し入れられている場合、賃借権が譲渡されると敷金関係も当然承継されるかどうかについては争いがある。

（ア）敷金承継説肯定説
　原賃借人が賃貸人に対して交付していた敷金は、譲受人の債務を担保するものとして承継されるとする。敷金は、賃貸借契約に基づいて賃貸人が賃借人に対して取得する債権を担保するものである以上、賃借人の地位が譲受人に移転した場合には、譲受人の債務を担保するものとして、敷金も承継されると考える。

（イ）敷金承継否定説（判例・通説）

　原賃借人が賃貸人に交付していた敷金は、両者の間で特別な合意がなされない限り、承継されないとする。これによると、原賃借人は、賃貸人に対し、賃借権の譲渡までの債務を控除した残額につき、敷金返還請求権を有する。

∵①担保の趣旨

→敷金は、賃貸借契約に基づいて賃借人が賃貸人に対して負担する債務を担保するものであり、譲受人の将来の債務まで担保するために交付されたものではない。当然に承継されるとすれば、敷金交付者に、予期に反して不利益を被らせる結果となる。
　②賃貸人の対処可能性

→賃貸人は、敷金という担保を失う危険性に対しては、賃借権の譲渡を承諾する際に、譲渡当事者（原賃借人・譲受人）との交渉により、新たに敷金を差し入れることを承諾の条件とすること等により対処でき、賃貸人の保護としても十分である。

２－３　賃貸人の地位の移転と敷金返還債務の承継
　本問のように、賃借物である甲土地が譲渡され、譲受人Ｘが賃貸人たる地位を承継した場合に、賃借人Ｙが旧賃貸人Ａに交付していた敷金まで新賃貸人Ｘが承継するかどうかについては、争いがある。

（ア）敷金承継否定説

　原則　賃借物が譲渡され、譲受人が賃貸人たる地位を承継しても、敷金までは当然に承継しないとする。

　∵①賃貸借契約と敷金設定契約の別契約性

→賃貸借契約と敷金設定契約は別契約であり、譲受人が賃借物の所有権を取得したことによって賃貸人たる地位を承継したとしても、直ちに敷金関係まで承継したことにはならない。
　②譲受人の保護の必要性
→敷金の承継を認めると、譲受人が敷金の存在を知らない場合にまで、賃貸借の終了時に賃借人に対し敷金返還請求権を課せられることになる。

　③賃借人の保護の必要性

→敷金の承継を当然に認めると、賃借人の知らないところで、敷金返還債務の債務者が変更することになる。

　例外　譲受人が敷金返還債務を引き受けた場合には、賃借人は、賃貸借の終了時に、譲受人に対しても敷金の返還を請求できるとする。この場合、旧賃貸人が敷金返還債務を免れる理由がないため、併存的債務引受が認められる。
（イ）敷金承継肯定説（判例・通説）

　原則　賃借物が譲渡され、譲受人が賃貸人たる地位を承継する場合は、敷金も当然に承継されるとする。その額は旧賃貸人に対する債務を差し引いた額である。

　∵①敷金の不従性・随伴性

→敷金は、賃貸借契約に基づいて賃貸人が賃借人に対して取得する債権を担保するものである。したがって、主たる関係である賃貸人たる地位が移転すれば、敷金も移転すると考える。
　②差し引き計算に対する賃借人の期待の保護

→敷金返還請求権に対する賃借人の期待を保護すべきである。
　例外　譲受人は、譲渡人から賃借物甲を譲り受ける際に、譲渡人・譲受人・賃借人の三者間で、敷金を承継せず、その時点で清算する旨を合意した場合は、それによる。
※なお、類似の問題として保証金の返還債務も承継されるのかという問題がある。

本件でＹがＡに支払った１０００万円を敷金ではなく、保証金と解するとこの問題が生じる。この問題について、本件の１０００万円が建設協力金として交付された場合につき、最判昭５１・３・４民集３０巻2号２５貢は、賃貸借とは別個の消費貸借の目的とされていること、敷金とはその性質が異なること、返還債務を承継する慣習法がないこと、当事者の利益衡量を理由として、承継されないとし、学説もこれに賛成している
	（ａ）Ｙは、Ｘに対して、保証金１０００万円の返還を求めることができるか。
（ｂ）Ｙは、Ａに対して、保証金１０００万円の返還を求めることができるか。



<あてはめ>
　１．まず本件の１０００万円を敷金と解した場合について検討する。

本件では、借地である甲土地上の乙建物が2004年9月9日にＹからＢに売却され、この時点で建物の所有権移転登記がなされていることから、賃借人たる地位がＹからＢに移転しており、Ａ―Ｙ間の賃貸借関係がＡ―Ｂ間に移転している。
加えて、賃貸人Ａが賃借物である甲土地を第三者Ｘに譲渡していることから、賃貸人たる地位もＡからＸに移転しており、Ａ―Ｂ間の賃借関係が法律上譲受人Ｘと賃借人Ｂとの間に移転している。
以上のことを前提に、（ａ）と（ｂ）を検討する。

　（ａ）賃借権に対し敷金が差し入れられている場合、賃借権が譲渡されると敷金関係も当然承継されるかどうかについては争いがある。この点、原賃借人が賃貸人に交付していた敷金は、両者の間で特別な合意がなされない限り、承継されないと解する。（敷金承継否定説）
　なぜならば、敷金は、賃貸借契約に基づいて賃借人が賃貸人に対して負担する債務を担保するものであり、譲受人の将来の債務まで担保するために交付されたものではない。当然に承継されるとすれば、敷金交付者に、予期に反して不利益を被らせる結果となる。（担保の趣旨）加えて、賃貸人は、敷金という担保を失う危険性に対しては、賃借権の譲渡を承諾する際に、譲渡当事者（原賃借人・譲受人）との交渉により、新たに敷金を差し入れることを承諾の条件とすること等により対処でき、賃貸人の保護としても十分である。（賃貸人の対処可能性）

　したがって賃借人たる地位が移転した後でもＹは敷金返還請求権を失わないと解する。
次にＡからＸに賃貸人たる地位が移転し、Ｘ―Ｂ間の賃貸借契約は有効に成立している。Ｙが旧賃貸人Ａに交付していた敷金まで新賃貸人Ｘが承継するかどうかについては、争いがある。

しかしながら、敷金が賃貸借契約に基づいて賃貸人が賃借人に対して取得する債権を担保するものであることから、主たる関係である賃貸人たる地位が移転すれば、敷金も移転すると考えるべきであり（敷金の不従性・随伴性）、差し引き計算に対する賃借人の期待を保護すべきである。
したがって、賃借物が譲渡され、譲受人が賃貸人たる地位を承継する場合は、敷金も当然に承継されると解するのが妥当であろう。（敷金承継肯定説）
　ここで敷金返還請求権の発生時期が問題となるが、賃貸借契約の終了と同時に、敷金返還請求権が発生すると解する。これによると、賃貸物を明渡す前でも賃貸借契約が終了しさえすれば、敷金返還請求権が発生する。（終了時説）
　なぜならば、明渡し時に敷金返還請求権が発生するとすれば、明渡しと敷金の返還の同時履行は否定され、賃借人に酷だからである。

　以上のように、本件では賃借人たる地位の移転によりＡ―Ｙ間の賃貸借関係がＡ―Ｂ間に移転した後に、賃貸人たる地位の移転によりＡ―Ｂ間の賃貸借関係が、Ｘ―Ｂ間に移転している。上述のように、Ｙは賃借人たる地位の移転の後も敷金返還請求権を失わず（敷金承継否定説）、賃貸借契約の終了と同時に、敷金返還請求権が発生する。（終了時説）さらに、賃借物である甲土地が譲渡され、Ｘが賃貸人たる地位を承継する場合は、敷金も当然に承継される（敷金承継肯定説）。

したがって、現時点でＹはＸに対して敷金返還請求をすることができる。
　次に（ｂ）について。本件では譲受人Ｘが甲土地の所有権移転登記をしている以上、ＡからＸに賃貸人たる地位が移転しており、旧所有者Ａは賃貸借関係から離脱すると考える。（判例同旨、最判昭３９・８・２８民集１８－７－１３５４）
　以上より、賃借人Ｙは旧賃貸人Ａに対して敷金1000万円の返還を請求することができないと解する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．さらに本件の１０００万円を保証金（建設協力金）と解した場合について検討する。
　上述のように、この場合には、賃貸借とは別個の消費貸借の目的とされていること、敷金とはその性質が異なること、返還債務を承継する慣習法がないこと、当事者の利益衡量を理由として、保証金の返還債務は賃貸人の移転につき承継されない。（判例同旨、最判昭５１・３・４民集３０巻２号２５貢）
　したがって本件の１０００万円を保証金（建設協力金）と解した場合には、保証金の返還請求権の発生時期は問題とならず、保証金の返還債務は賃貸人の地位の移転に伴い承継されないから、（ａ）の問題ではＹのＸに対する敷金返還請求は認められず、（ｂ）の問題ではＹのＡに対する敷金返還請求は認められる。　　　　　　　　　　　　　　　
（以上）
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